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地震発生時にソーシャル・キャピタルは
「共助」を促進するのか

─　熊本地震の被災者のアンケート調査を用いて　─

宮　脇　　　健

１ ．はじめに

東日本大震災では，国や地方自治体などいわゆる「公助」の限界が再確認さ

れた。そのため，地域の様々なアクターによる「共助」を醸成する動きが，改

めて活発になっている。近年では，大災害が増えたと認識している人も増えて

きている。しかし，実際には，牛山の研究（2017）によると1949年から2014年

の風水害による死者数，行方不明者数の数は統計的に減少している １。

だが，この指摘とは裏腹に災害が発生した際に住民，自治体，関係機関が

様々な対応しなければならないことが増えたという点には異論はない。今後も

首都直下地震，南海トラフ地震と大震災の発生が予想されている。そのため

「共助」やその前提となる「自助」による防災力・減災の強化は必要である ２。

平成28年熊本地震でも自治体の庁舎の建物自体が損壊，避難所に指定された

小学校や中学校はクラックが入る，天井が落ちてくるなどして，被災しても機

能しない，使用することが出来ない事例が相次いでいる ３。「公助」が災害時

に必要であることは言うまでもないが，「公助」には限界があり，災害時には

「公助」が機能しない可能性も視野に入れながら，地域における状況にあわせ

て適切な避難行動を行う等，自分自身の命や身の安全を守ること，すなわち自

助や，隣近所で協力して生き埋めになった人の救出活動を行うことや，子供や

要配慮者の避難誘導を行う等地域コミュニティでの相互の助け合い，すなわち
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「共助」が重要になってくる ４。「共助」の育成や個人で身を守る「自助」を涵

養するための方策が考えられているのである。

「共助」の重要性については，阪神・淡路大震災でも助かった人の多くが近

隣住民の助けであったことにより（河田　1997；内閣府　2014）注目を集めた。

特に，建物の倒壊からの救助された人の 9割は家族と近隣住民が助けたことが

明らかになり，消防などのファストレスポンダーが対応できない場合に果たす

可能性が示されたことで，減災につながると考えられているのである。

以上のように，災害時に「共助」や「自助」が個人レベル，集団レベル，地

域レベルでも発揮されることが減災につながると考えられる。そのため，地域

での災害に対する取り組みや課題について住民も加わりながら考えていくこと

は今後の大災害に備えるうえで乗り越えなければならない問題である。

しかしながら，「共助」はいかなる時に機能するのであろうか。前述の事例

のように，東日本大震災でも阪神・淡路大震災でも，確かに，家族や知人から

の助けがあったことは事実である。だが，どういう要因が避難行動や災害時の

助け合いを促進するのであろうか。そのメカニズムかわからなければ，「共助」

を育むことが出来ないし，「共助」が機能するためにやらなければならないこ

と，すなわち防災，減災を考えることはできない。そのため，本稿では，平成

28年熊本地震で被災した住民へのアンケート調査を行い，「共助」が避難行動

に影響を及ぼすのかどうかを明らかにする。また，その「共助」のカギとなる，

日常時の人間関係にあたる社会的ネットワークやそれを促す社会関係資本（以

下　ソーシャルキャピタル）が災害時の避難行動や「共助」を促進するのかどう

か定量的に分析を行うことで実証する。

２ ．災害時の共助とソーシャルキャピタル

災害時の特に，「共助」は，平時（日常時）における地域固有の社会のネット

ワークと深くかかわっており，川脇（2014）の研究では，東日本大震災時にお

いても被災地での支援・受援を活性化する要因となったとされている。つまり，

平時における地域活動の参加やボランティアの頻度が高い人ほど支援―受援と
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いった「共助」に関わることが明らかになっている。また，地震に限らず他の

自然災害においても，住民の減災の促進要因として機能していることも実証さ

れている（川本　2015；藤見　2011）。

ソーシャルキャピタルとはパットナムによると「個人間のつながり，すなわ

ち社会的ネットワークの，およびそこから生じる互酬性と信頼性の規範であ

る」と指摘している（2000：19＝2006：14）。

稲葉（2017：27）によるとソーシャルキャピタルの定義は研究者間でも様々

ではあるものの，社会における信頼・規範とネットワークという要素を含んで

おり，他者に対する信頼や「お互い様」などの言葉で示されるようなといった

ような互酬性，個人や集団間のネットワークという共通点があるという。この

ソーシャルキャピタルがどのように地域や集団の災害時の対応として機能する

かといえば，社会的ネットワークの成員，すなわち地域の成員に対して新しい

規範を醸成したり，情報の共有を促したりすることで，アルドリッチ（2012＝

2015：17）の言葉を借りれば「高水準のソーシャルキャピタルを有する地域ほ

ど，地域で掲げる目標の達成を阻みうる集団の障壁を打ち破ることができる」

のである。

つまり，災害時に考えられる「共助」または「互助」をソーシャルキャピタ

ルの要素である，平時の互酬性や社会の規範，集団のネットワークが促進する

と理解できる。そのため，災害研究でもソーシャルキャピタルについて注目さ

れ，研究されてきた経緯があるといえる。ソーシャルキャピタルが醸成されな

い場合，もしくは欠如されている場合には，復興の速度が落ちることもあるし，

問題が克服されないこともある（Chamlee 2010）。

このソーシャルキャピタルの一つの構成要素にあたる平時の人間関係，すな

わち社会的ネットワークが機能する場合も機能しない場合もある ５。パットナ

ムはソーシャルキャピタルを結束型ソーシャルキャピタルと橋渡し型ソーシャ

ルキャピタルに分類している。その中，結束型ソーシャルキャピタルは，家族，

友人などの内的な側面があり，個人間のつながりによるある集団の結束を促す

性質を持っている ６。
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一方で，橋渡し型ソーシャルキャピタルはあらゆる集団の枠を超えた緩いつ

ながりの中で結ばれた知人など広い範囲での互酬性を創出し，新しい情報など

を共有してくれる性質を持つ。その意味では，外に開かれているので前者とは

異なる側面を有している（Putnam 2000＝2006）。このように，ソーシャルキャ

ピタルでも分類によりその期待される効果は違ってくる。

布施（2015：116）の内閣府のデータを用いた神戸，名古屋，仙台の震災関連

都市でのソーシャルキャピタルと「自助」，「共助」の研究によると，地域での

ソーシャルキャピタルを高める行動を行っている人ほど，「自助」，「共助」の

意識を持っていることが明らかになっている。

しかしながら，個別の分析では，地域や行政機関などが開催する防災防犯に

活動への参加をしない人の方が，社会に対する信頼に関しては高い傾向がみら

れるなど，一見すると矛盾している点も明らかになっている。その点では結束

型のソーシャルキャピタルが「自助」，「共助」を促しているといえる。

また，地縁である町会や自治会では，結束ソーシャルキャピタルは強く，

「自助」，「共助」の意識に影響があることが示されている（濱野ら　2009）。熊

本地震の事例で考えると都市部では，橋渡し型ソーシャルキャピタルが志向さ

れる可能性が高いし，町村では，新住民と旧住民ということがなければ結束型

ソーシャルキャピタルが醸成しやすく，機能していると考えることができる ７。

海外に目を移すと，ハリケーンカトリーナ後のレジリエンスに関する研究では，

組織やクラブへの参加といった市民関与と地域の人口の回復との間に相関があ

ることが示されている（weil 2010;2011）。この結果は，橋渡し型ソーシャルキャ

ピタルは機能した例だといえる。

以上のように，ソーシャルキャピタルの目的は災害により生じるリスクを回

避することにあるが，災害と一括りにいってもその過程は幅広く，発災期，復

旧期・復興期など，長いスパンがあるため，どの時点で「自助」，「共助」とい

われるものが効果的に発揮されるのかを観察する必要があるし，調査分析を行

う必要があるという点である。日常時の社会との関係，そして，そこから醸成

される規範，互酬性とネットワークが災害時の「共助」を促している可能性が
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高いのである。

災害時のソーシャルキャピタルに関する研究を概観してきたが，これらの研

究にはいくつか課題がある。まず，一つ目として，「共助」が災害時の被災者

の支援・受援活動を促進するとしても，災害発生直後の避難行動やその直後の

「共助」活動に影響しているかはヒアリングなどの定性的な調査などにとどま

る点があげられる。先ほどから取り上げている研究は復旧・復興の過程に焦点

を当てた研究がほとんどである。もちろん，地縁や家族などが被災者を救出し

たことは明らかになっているものの，それが平時の地域への社会活動の参加や

地域内でのコミュニティでの社会的ネットワークなどのソーシャルキャピタル

の高低に関係しているかは不明である。

つまり，平時における災害意識と災害に対する行動を聞いてはいるものの，

災害時，特に発災直後にソーシャルキャピタルがいかされたかどうか不明であ

る点が挙げられる。事実として，河田ら（1997）の研究などで指摘されるよう

に，家族に助けられているということになる。そのため，本稿では，地震発生

直後の避難行動での「共助」活動の実態とその「共助」にソーシャルキャピタ

ルが影響を及ぼしたのかを検証を試みることにする。

そして，阪神・淡路大震災の結果から，家族や友人などの地縁といった社会

的ネットワークが形成されれば助かるような言説が独り歩きしているように

「共助」，「互助」があれば解決するような指摘が多い点が 2つ目として挙げら

れる。前述したように，「共助」を育むことは防災や減災につながると考えら

れる。しかしながら，「共助」にも様々な要素があり，防災または減災に資す

るためには，どのような要因が作用するのか整理する必要がある。家族や地縁

がいれば助かるのではなく，平時に家族や社会とどのような関わり合いをして

いると助かるのか，もしくは助け合いを行うのか，その要因について明らかに

したうえで「共助」について考える必要があるだろう。「共助」をどう育むと

よいのか提示することと無しに，「自助」・「共助」・「公助」という言葉を考え

なければ，言葉だけが独り歩きする可能性がある。「正しく恐れる」という言

葉と同様にどの場面で，日常時の社会との関係性がどう活かさせる可能性があ
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るのか，明示できなければ，住民は何を育むことが良いのかを考えることは簡

単ではないと言える。

実際に，災害時の家具の固定をとってみても，危険性は理解しているが，面

倒であるという理由で固定しない人もいる。もしくはそれがどう有効なのかに

ついて，リアリティーがある説明もしくは明示が出来ていなければ，危険であ

ることを伝えるだけでは問題の解決とはならないのである。その点を理解しな

がら，「自助」・「共助」を育成することを考えなければ，絵に描いた餅になる

といえる。つまり，「共助」はどのような要因で促進されるのか，解明される

ことで共助について理解でき，醸成するための方策が提示できるのである。

そこで，本稿では平成28年熊本地震における被災者の災害発生時の「共助」

による活動の実態を明らかにし，平時の近所付き合い，社会参加などの地域と

のネットワーク，すなわち，ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）が災害

発生時の「共助」に影響しているのかどうか，防災に関する日常時の事前の準

備，年齢などの基本的な属性などの変数も加味しながら解明する ８。その結果

として，ソーシャルキャピタルが避難に関する活動に影響したのかどうかを統

計的に分析することで実証する。

３ ．調査概要

筆者らは，2016年12月初旬に熊本地震の被災者に対して「平成28年「熊本地

震」についてのアンケート調査」９を実施した。その調査結果を基に上記の目

的を明らかにするために分析と考察を行う。調査概要は以下のとおりである。

・調査対象者：

熊本地震の被災地（熊本市，御船町，西原村，南阿蘇村等 4町村）の仮設住宅

居住者。

・調査方法：面接調査法（一部留め置き調査法）

・標本抽出法：有意抽出法

・調査実施日：2016年12月 ３ 日～18日
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３ ．調査概要

筆者らは，2016年12月初旬に熊本地震の被災者に対して「平成28年「熊本地

震」についてのアンケート調査」９を実施した。その調査結果を基に上記の目

的を明らかにするために分析と考察を行う。調査概要は以下のとおりである。

・調査対象者：

熊本地震の被災地（熊本市，御船町，西原村，南阿蘇村等 4町村）の仮設住宅

居住者。

・調査方法：面接調査法（一部留め置き調査法）

・標本抽出法：有意抽出法

・調査実施日：2016年12月 ３ 日～18日
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・有効回収数：３08サンプル

・委託業務先：サーベイリサーチセンター株式会社

本調査を行うにあたり，地震で家が倒壊など被害にあった人に対してアン

ケートを実施する必要があるため，熊本地震で調査実施時にも仮設住宅に住ん

でいる被災者を対象に対面での調査を行った。

こうした被災住民の実情に対して，近年はアンケートを中心とした調査が多

くなるケースが増えているため，仮設住宅の居住者には住まいの状況について

話を聞きながらアンケートを行う面接調査法を行うことで配慮を行っている。

また，被災状況については仮設住宅に住んでいることから，家屋も含め被害が

あったと考えられる。調査対象者として，被害が大きかった，熊本市，御船町，

西原村，南阿蘇村などの 4市町村中で住民を選定した１0。そのため，ランダム

サンプリングではなく，有意抽出法となる。しかしながら，被災して半年後の

調査では被害が甚大ではなくランダムサンプリングは難しい。倒壊などがない

場合，自宅に多くの人が戻り，生活を始めている場合にはランダムサンプリン

グは可能であるが，そうでない場合はできない。そのため，仮設住宅で調査を

実施することにした。また，集団または地域ごとに避難している住民に実施を

することで，地域による被害の差など，サンプリングに偏りがなくなりように

配慮をした。地域間の差についても，それぞれの自治体の当時の人口数に応じ

た割り付けを行うことで 4つの地域で均等ではなく傾斜をするようにした。調

査は 4つの地域ごとの仮設住宅の割合に応じてサンプリングを行っているため，

被災している住民への調査という点では確度は高いと考える。それでも，被災

地の調査では，家が倒壊してしまう場合があるし，地縁や知人に頼り，ほかの

地域に避難している場合もあるため，必ずしも日常時のように住民基本台帳の

縮図のようにサンプリングができるわけではないが，上記の取り組みを行うこ

とで，なるだけサンプルの偏りを排除するように試みた。その点は被災者に対

する実態把握の調査研究の限界もある１１。

では，属性を見ていくことにする。表 1はアンケートの協力者の男女比率で
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あるが，女性の方が多く，全体の人口構成比の割合に近くなっている。ただし

女性がやや多いといえる。また，表 2の年代別の割合データを見る限りでは，

若年層よりも高齢者の方が多くなっていることがわかる。特に，70歳以上であ

ると回答した人が26.6％と最も多く，60歳代と回答した人も22.4％になってい

る。つまり，社会の縮図からはやや離れている点はサンプルの限界がある点は

留意する必要がある。

４ ．熊本地震に関する調査結果

（ １）共助の実態

まず，「前震」の際に，近隣の人と声掛けなどコミュニケーションを行ったの

かどうか尋ねた，「共助」に関連する質問項目の結果から見ていくことにする１２。

「互いに相談を行い生活面で協力し合っている人がいる」と回答している人

は27.6％となっており，「日常的に立ち話をする程度の付き合いをしている」

表 １　性別のデータ

男 女 計

145 163 308

（47.1） （52.9） （100）

表 ２　年代別のデータ

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 計

29 36 43 49 69 82 308

（9.4） （11.7） （14） （15.9） （22.4） （26.6） （100）

表 ３　地域別の回収者数

熊本市 御船町 西原村 南阿蘇村 計

100 80 56 72 308

（32.5） （26） （18.2） （23.4） （100）
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と回答している人は３6.7％である。また，「あいさつ程度の最小限の付き合い

しかしていない」人は３0.2％になっている。つまり，日常時の社会的ネット

ワークのつながりに関しては，それほど高いとはいえず大半が，話す，あいさ

つ程度の顔見知りであることがわかる。そのため，地縁・血縁など内的なつな

がりを有しているとはいいがたいことが明らかになった。

最低限の近所付き合いがあることはわかったが，地域の活動については積極

的に参加しているのであろうか。そのことを尋ねたのが図 2の結果である１３。

「参加していない」と回答した住民が45.8％となっており，地域活動は活発

図 １　日頃の近所との付き合いに関して（N＝３08）

図 ２　日常の地域活動について（複数回答）（N＝３08）
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ではないことが明らかになった。地縁団体としての「自治会・町内会」に参加

している人が３0.8％いるものの，その他の地域活動への参加者は多くなく，社

会的ネットワークが広いとも，深いともいえない。

次に，前震・本震時にだれかとコミュニケーションを図ったのか尋ねたのが

図 ３の結果になる１４。結果を見ていくと，前震時には，71.4％と多くの回答者

が「声かけをしたり，されたり」していたことがわかる。また，「危険個所が

ないか確認したり，報告しあった」という回答が25％あり，「けが人を介護し

たり，救助を手伝った」という回答も5.8％ではあるが，見られた。この結果

から，回答者の多くが近隣住民の人たちとコミュニケーションを取っていたこ

とがわかる。このコミュニケーションは「共助」活動につながったのかが，重

要な点になる。

2日後の「本震」の際に，前震時と同様に近所の人と声掛けなどのコミュニ

ケーションを行ったのかどうか尋ねた回答が図 ３の下の棒グラフである。前震

時には71.4％の回答者が「声かけをしたり，されたり」していたが，本震では

82.8％と増加していることがわかる。また，「危険個所がないか確認したり，

報告しあった」と回答した人も３2.5％に増えている。近隣住民とのコミュニ

図 ３　前震・本震時のコミュニケーション（複数回答可）（N＝３08）
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ケーションは概ねはかられていることが了解できた。

では，次に本震時の「共助」活動についてみていくことにする。図 4は本震

が発生したのちに，近所の住民と協力して行った活動について尋ねた回答結果

である。「避難の準備」と回答した住民が11.7％，「近隣住民の安否確認を行っ

た」が9.5％となっている。また，「特になにもしなかった」（54.2％）という回

答が半数以上いることから，住民が「共助」に関わる協力が活発に行われてい

たとは言えない。

コミュニケーションについては行われていたものの，その後の避難や減災の

ための「共助」活動は見受けられなかった。

最後に災害に対する事前の備えはどうだったのかを尋ねた質問の回答結果を

見ていくことにする１５。図 5の回答結果から，自然災害に対して最低限の備え

は行っていることがわかる。

「携帯ラジオ，懐中電灯，医薬品などの準備をしていた」が45.1％とおり，

「住んでいる地域で指定されている避難所を知っていた」と回答した人が

３4.7％となっている。また，「消火器などを準備していた」が３0.2％となってい

図 ４　本震時の「共助」（N＝３08）
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ることから，個人でできる，いわゆる「自助」にあたる行動を複数の事前対策

として実施していたことが明らかになった。ただし，「特に何もしていなかっ

た」と回答した人も３4.7％と一定数いることは注意が必要である。

（ ２）「共助」活動への影響

では，熊本地震の本震の発生時の「共助」に関する活動は，どのような要因

により活性化したのだろうか。

本稿では，図 4の本震時の「共助」活動の有無を従属変数とした 2項ロジッ

ト分析を行った。それが表 4に示した結果である。 2項ロジット分析について

は，本震時の「共助」の特に「何もしなかった」を 0，「その他」を 1 （共助

活動をした）とする 2値を従属変数として分析を行った。

先行研究に基づけば，地域での社会的ネットワークの一つである日常時の

「近所付き合い」は災害発生時の「共助」に影響を与えていると考えられるた

め，図 1の質問項目で「付き合いがない」を 1とした順序尺度としてとらえ 1

から 4の数字を投入した。

図 ５　事前の備え（複数回答可）（N＝３08）
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次に，市民の日常時の社会参加も災害時の復旧・復興期においては影響を及

ぼしていると考えられることから，図 2の地域活動の参加についての質問項目

の「特に参加していない」を 0として，それ以外の項目で社会参加をしている

場合は 1としてダミー変数を用いることにした。つまり，社会参加をしている

方が災害時の「共助」活動を促進すると考えられるので正の効果が期待できる

と想定して投入している。

次に，個人レベルでの「自助」も当然災害時の活動を促進する要因になると

考えられるので，図 5の事前に備えている項目に関する質問項目の回答数を投

入する。「特に何もしていない」という住民は 0ではあるが，対数変換をした

うえで独立変数として投入をしている。事前の備えをしている人ほど「共助」

活動を行うと考えられるため正の効果が期待できる。熊本地震に関する自主防

災組織の対応の調査分析を行った柿本・吉田（2019）の研究でも事前の備えが

地域防災力に有効であったことを明らかになっている。

統制変数として，年齢，地域，性別を投入している。年齢は実数を記入して

もらっているため，その数字を対数変換したうえで独立変数として投入した。

地域変数は，熊本市のように都市部といわゆる町・村とでは差が出る可能性も

考えられるため，本分析では，地域ダミーとして投入することにした。

性別については「男性」を 1，「女性」を 0としてダミー変数に置き換えて

統制変数として扱った。

表 4の結果を見ていくと，本震の際のコミュニケーションを行っている行動

がその後の「共助」活動の確率を高めることがわかる。また，年齢は負の値に

なっていることから，若年である方が「共助」の活動をしていることを示して

いる。若年の方が体力はある可能性が高いので被災した直後に他者と協力する

ような「共助」活動を高年齢の被災者よりも行うことができたと考えられる。

なぜなら，被災直後については，がれきの撤去や下敷きになった人の救出など

が考えられるためである。しかしながら，推測の域を出ない。また，「事前の

準備」も正の値であることから，「共助」の確率を高めることも明らかになっ

た。しかしながら，平時（日常時）の地域とのネットワークに関しては二項ロ
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ジット分析の結果では影響を及ぼしていないことがわかる。つまり，「共助の

実態」を従属変数とするロジット分析の結果からはソーシャルキャピタルが熊

本地震の被災者の共助としての避難活動に影響を及ぼしたとはいえない。

５ ．結論

本稿では，熊本地震における「共助」の実態とその活動を促進する要因につ

いて検証を行ってきた。

その結果，「前震」，「本震」の際に被災者は近隣住民間でコミュニケーショ

ンをとりながら行動していることがわかった。しかしながら，その後の「共

助」にあたる活動については，活発に行動していたとはいえない。図 4 の「特

に何もしていない」と回答した人が多いことがそのことを明らかにしている。

建物が倒壊や半壊していても，周りに助けが必要な人がいなかった可能性も考

表 ４　「共助」活動に関する二項ロジット分析

***:p<0.001, **:p<0.01, *:p<0.05
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いて検証を行ってきた。

その結果，「前震」，「本震」の際に被災者は近隣住民間でコミュニケーショ

ンをとりながら行動していることがわかった。しかしながら，その後の「共

助」にあたる活動については，活発に行動していたとはいえない。図 4 の「特

に何もしていない」と回答した人が多いことがそのことを明らかにしている。

建物が倒壊や半壊していても，周りに助けが必要な人がいなかった可能性も考

表 ４　「共助」活動に関する二項ロジット分析

***:p<0.001, **:p<0.01, *:p<0.05
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えられるが，推測の域をでない。理由については今後の課題である。

また，先行研究で指摘されていたような，地域におけるソーシャルキャピタ

ルの一部でもある平時における社会的ネットワークや社会参加活動が，「共助」

を促進する要因としては有意ではないため，作用することはなかった。

すなわち，本調査の被災者については「共助」活動にソーシャルキャピタル

が影響を及ぼすことはなかった。むしろ，「自助」にあたる「事前の備え」が

共助を促す要因になるため，事前の防災に関する対策を個人レベルで高めるこ

とは他の人を助ける行為を促すことにつながると考えられる。備えあれば患い

なしということを示しているため，地域の日常のネットワークの前提として，

「自助」をはぐぐむことの重要性が示されたと考えられる。それが「共助」と

しての災害活動につながるという点は一つの参考になるといえる。

先行研究のような，一定の期間が経った後の支援・受援と復興については地

域でのつながりや関係が機能するが，地震直後の行動においてはソーシャル

キャピタルにあたる社会的なネットワークよりも，防災意識やその時の状況

（誰かが被災している状況）に依存する可能性が高いかもしれない。

この点はさらに調査やシミュレーションによる実験を行うことで検証する必

要があると考えられる。特に，災害が起きたときの状況下での調査はデータ上

の制約も高いため，事前に地域を絞りながら，災害やソーシャルキャピタルに

関わる質問を実施し，平常時の地域での社会的ネットワークや防災力の測定を

行い，災害が起きた場合に，実査が出来るような研究の準備と計画が必要とな

るだろう。

また，本稿では被害にあった規模や住宅の位置関係など被災時の行動に影響

を及ぼす外的な要因については調査データを取得していなかったため扱うこと

が出来なかったが，物理的な条件については「共助」を促進する要因が高いた

め，今後は分析をする必要があるだろう。
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６ 	ただし，排他的になる可能性もあるためその点は留意が必要である。
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８ 	内閣府のソーシャルキャピタルの指標を用いて分析を行うことにする。
９ 	こうした調査は他に熊本県（2017）の実施した「平成28年熊本地震に関する県民ア
ンケート」などがある。

１0	データ上の制約にあたるが，被災地域として注目を集めた益城町にアンケート調査
を実施出来なかった点は留意する必要がある。被災地での調査は配慮を行いながら
実査を行わなければならないため困難がある。

１１	被災地での正確なサンプリングの確保について，東日本大震災の被災地での調査を
実施した川脇（2014）が非常に難しいことを指摘している。避難所であること，被
災のため正確に居住地を把握できないことなど言及している。

１２	質問は「あなたは，ご近所の方とどのようなおつきあいをされていますか。」になる。
調査の質問紙については福田ら（2017）を参照のこと。

１３	質問は「あなたは，地域でどのような活動に参加されていますか」になる。
１４	質問は前震・本震ともに「近所の方とコミュニケーションはとれていましたか。あ
てはまるものすべてに〇をつけてください。」となる。

１５	質問は「大災害などの自然災害に備えて，あなたは普段からどのような対策をして
いましたか。あてはまるものすべてに〇をつけてください。熊本地震が発生する以
前の状況を教えてください」となる。
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